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商法における計算思考の変遷（ 2)
一一資本維持原則の修正一一ー
山 崎 佳
?
1 純財産の保全
2 過大評価の禁止
3 損益計算思考の部分的導入
(1) 表示資本
(2) 資産の評価 (a）流動資産（以上18巻2号） (b）固定資産
(3) 擬制項目の設定（a）繰延資産 (b）引当金（以上本号〉
(b) 固定資産（34条2項〉 （改正案〉
「固定資産ニ付テハ其ノ取得価額又ハ製作価額ヲ附シ毎年1回一定ノ時期，
会社ニ在リテハ毎決算期ニ相当ノ償却ヲ為、ン予測スルコト能ハザ、ル減損ガ生ジ
タルトキハ相当ノ減額ヲ為スコトヲ要ス」
本条は，固定資産一般に適用される評価原則を定めたものであるO したがっ
て，固定資産に属する金銭債権，社債その他の債券，株式その他の出資および
のれんの評価についての規定（285条の 4,285条の 5'285条の 6,285条の 7)
は本条に対する特則となる。 「商法計算規則」 5条にみられるごとく，商法上
(1) 長期保有目的の社債および株式については，固定資産に関する減額の強制（改正案
34条2項後段〉を類推適用すべきであるとし、う見解がある。また長期保有目的の社債
および株式については，低価主義を準用することが否定され，原価主義が貫かれるべ
~であるとされる（「注釈会社法」 128, 135頁，西山忠範執筆〉。旧商法においても長
期保有の株式については，固定資産に関する規定を適用し，取得価額以下の価額を付
すべきものと解する説が有力であった。また社債等を短期保有のものと長期保有のも
のとに区分し，前者を流動資産とし後者を固定資産もしくは投資資産として分類する
のが会計学の通説でもある。
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の固定資産には，有形固定資産・無形固定資産および投資がふくまれるが，こ
のうち投資に関しては金銭債権，社債および株式などについては上述の特則が
あるので，本条の固定資産は主として有形固定資産および無形固定資産であ
るO
一般に有形固定資産は，その購入と同時に市場から完全に切断され，単に使
用価値をもつものとしてのみ考えられるO そこでは，最早それがもっ売却処分
価値のごときは考慮される余地はなし、。また，固定資産の生産的利用によって
招来する価値減耗の大きさも，これを現実に把える方法がない。そこで商法は
固定資産の評価方法を減価償却法に求めたものと考えられるO もともと減価償
却法は，償却資産の利用に件って発生する各期の固定資産の消耗価値（減価償
却費〉を人為的に見積算定する方法である。
連続意見書第3によれば， 「減価償却の最も重要な目的は，適正な費用配分
を行なうことによって，毎期の損益計算を正確ならしめることであるO そのた
めには，減価償却は所定の減価償却方法に従い，計画的，規則的に実施されな
ければならない。」と。
この原価配分法としての減価償却法に基づいて合理的に行なわれる正規・正
常の減価償却額が「相当ノ償却」に該当すべきものと考えられる。しかし商法
は，固定資産取得原価から相当の償却額を控除した残額をもって，その固定資
産の価額とする評価法として，減価償却法を採り入れたので、ある。そこでは，
確実に測定する方法が存しないところから，積極的・直接的な固定資産の評価
にかえて，固定資産に残留する未回収資本額の大きさを通して，財産計算目的
を果そうとしているO かくして旧商法285条の解釈に関連して固定資産の評価
(2) 山下勝治「債権者保護の会計思考批判」会計79巻 1号。
(3) 「減価償却法から機械的に導かれる固定資産価額は，どうし、う立場からみても，固
定資産のもつべき価値というような性格をもつものではない。まして，その固定資産
価額が担保力を表現するというような考え方など，妥当する根拠もまた全く存してい
ない。」 （山下勝治「前掲稿」〉。
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につき，相当の減損額を控除することの要否と評価益計上の可否をめぐる意見
の対立に終止符が打たれた。
「相当ノ償却」に関連して，とくに問題となるのは，政策的意図をもった特
別償却の処理についてであるO 連結意見書第3は，特別償却制度について，企
業の適正な期間損益計算を阻害しないよう配慮することが望ましいと述べてい
るにすぎなし、。税法は特別償却（租税特別措置法1節の 3）について，（1）商法
:287条の 2の特定引当金としてとり入れる方式， (2）特別償却準備金として積み
立てる方式のいずれも認めているO
(1）は，適正な期間損益計算を重視する立場からすれば適当な処理とはし、えな
いであろう）0 (2）の場合，特別償却準備金は，対象固定資産の減価償却計算とは
切り離して別個に取り扱われるO つまり，特別償却準備金を積み立てた翌期以
降の償却費の計算は，帳簿価額を基礎として行われるが，当該準備金の金額は
翌期以降10年間で均分に取り崩し益金に算入されることになっているO 商法上
かかる取崩額は，商法計算規則42条1項1号の特別損益項目となるであろう。
「予測スルコト能ハザル減損」とは，定時償却に乗らなかった減損という
意味であって，それには，会計上の臨時償却費および臨時損失といった価値喪失
分がふくまれるとされよ）。連結意見書第3によれば， 「減価償却計画の設定に
当たって予見することのできなかった新技術の発明等の外的事情により，固定
資産が機能的に著しく減価した場合には，この事実に対応して臨時に減価償却
(4) もっとも上記の特定引当金の性格について，つぎのような解釈もある（小宮保「改
正商法と税法との調整について」企業会計16巻3号〉。
①固定資産の予測せざる陳腐化・減耗等による損失に備えるための引当金，②将来
の除却損に対する引当金，③税金調整勘定（taxequalization account) 
(5）吉国二郎「法人税法」 854頁，租税特別措置法52条の4。
(6）経理実務研究グループ「商法の『相当の償却』について」会計84巻5号。
矢沢淳「商法における『相当の償却』の意義」企業会計16巻3号。
1(7) 大住達雄「商法の計算理論」 108頁，星川長七「商法改正要綱における固定資産の
評価」企業会計14巻4号，諸井勝之助「固定資産評価の原則」会計100巻2号。
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を行なう必要があるO この場合生ずる臨時償却費は，所定の計画に基づいて規
則的に計上される減価償却費と異なり原価性を有しないとともに，過年度の償
却不足に対する修正項目たるの性質を有する……。」また「災害， 事故等の偶
発的事情によって固定資産の実体が滅失した場合には，その滅失部分の金額だ
け当該資産の簿価を切り下げねばならなし、。かかる切下げ、は臨時償却に類似す
るが，その性質は臨時損失であって，減価償却とは異なるものである。」とO
しかし， 34条2項前段の減価償却には予測可能な物質的減価・機能的減価が
含まれ， 2項後段の減損には予測できなかった物質的減価・機能的減価が含ま
れるので，意見書の取扱いとは若干異なるO 正規の減価償却において予測でき
たにもかかわらず，償却計画に織り込まれなかった場合に発生した減損や，償
却方法，耐周年数・残存価額の決定に誤りがあったために生じた差額等の償却
不足額〈前期損益修正・臨時償却〉は， 2項前段（相当の償却〉の問題として
取り扱われる。これに対して2項後段は，前段の減価償却とは異なった財産計
算的理念のあらわれであるから，物質的減損はもとより，機能的減価といえど
も，当該年度の決算期において一度に減額しなければならないとされるO
このように商法は，流動資産と同様固定資産の価値喪失分をつとめて排除す
るとし、う基調に立って，株式会社として保持すべき純資産の実質的な充実・保
全に対して必要な配慮を払っているということができる。
商法上無償取得の固定資産の評価については，解釈が分かれている。
(1) 285条の 3・1項の原価主義を貫ぬけば，取得価額は零であるから，無償取
得資産は簿外資産となる。
(2) 取得原価が零である場合には， 285条の 3の規定の適用はなく，現34条の
時価以下主義によって評価する。
(3) 有形固定資産については，公正な評価額を付し，無形固定資産はこれを簿
外資産とする（企業会計原則， 3貸借対照表原則， 5資産の貸借対照表価額
D, E）。
(8) 「注釈会社法J113, 114頁（西山忠範執筆〉，田中誠二外「前掲書」 149頁。
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無償取得資産の価額を零としたり，あるいは時価よりも低く評価すれば秘密
積立金が生じ逆に時価の範囲内で何らかの価額をつければ評価益が生ずる。
しかし，商法が原価主義を採用したのは，あくまでも損益計算的思考への妥協
であって，その根底には依然として財産計算原理が存在していることを忘れて
はならなし、。無償取得資産を資産として把握するためには，損益計算原理（費
用配分思考〉は無力であるから，商法は本来の財産計算原理に立ち戻って時価
主義をとることになるわけであるO この場合の評価益は，無償取得の性質によ
り，「その他の資本剰余金」（贈与剰余金〉か利益剰余金に属するものと考えら
れ%0しかし，改正商法が資本準備金の源泉を制限列挙的に解するかぎり，上
記の項目は配当可能利益の中にふくまれることになるであろう。
(3) 擬制項目の設定
（司繰延資産
純財産の保全ないし資本充実に関連して看過できないのは，改正商法（昭和
37年〉が繰延資産を拡大し，また引当金を導入したことである。もともと近代
的損益法にみられる繰延資産項目と引当金項目の成立は，期間利益を適正に限
定するための必要から考えられた計算項目の採用なのであるO
商法において繰延資産に関する規定がはじめて導入されたのは，昭和13年の
i改正のときであるO その際， 繰延経理が認められたのは，創業費（286条〉社
(9) これについて「企業会計原則」は， 「贈与によって固定資産を取得した場合には，
公正な評価額による」 〈貸借対照表原則5, D）ものとし，また連続意見書第3は，
「固定資産を贈与された場合には，時価等を基準として公正に評価した額をもって取
得原価とする」 （第l, 4, 5）としている。
これに対して， 「企業会計原則修正案」は，上記の定めを削除して触れないことと
し，注解で「国庫補助金，工事負担金等で取得した資産については，当該補助金等に
相当する金額を注記しなければならなし、」と指示するに止めた。それは，修正案にお
いては， 「その他の資本剰余金」が実質上否定されることになったため，無償取得資
産について公正な評価額をもって取得原価とみなすことには異論が生じたからである
といわれる（中村忠「貸借対照表原則（資産・資本〉の修正について」企業会計22巻
2号〉。
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債発行差金（287条〉および建設利息（291条3項〔現4項〉〉の 3項目にすぎー
なかった。その後，昭和25年の改正で新株発行費（286条の2 〔現289条の 4))
についての規定が設けられ，さらに昭和37年の改正で開業費（286条の 2）試
験研究費・開発費（286条の 3）および社債発行費（286条の 5）についての規
定が追加されて今日に至っているO
損益計算的思考のもとで繰延資産は，ある支出が行なわれ，その全額を専ら
支出の行なわれた期間にのみ負担させることなく，数期間にわたる費用として
取り扱う場合に生ず、るO このような繰延経理の結果，次期以降の費用とされた
金額は繰延資産として，貸借対照表の資産の部に記載されるのである。繰延資
産が資産の部に掲げられるのは，それが換金能力という観点から財産性を有す
るのではなく，費用配分の原則によるものである。この原則からすれば，繰延資
産は正に資産である。それは，他の資産と同様，損益の期間限定とし、う立場から，
人為的・経過的な意味において資産祝されるのであるO そこで繰延資産の範囲
を限定的に解することはできず，また効果のおよぶ期間が考慮されるであろう。
しかし商法は，基本的に財産計算的思考に立つものであるから，繰延資産の
本質を繰延損失ないし擬制資産であると考えている。商法における貸借対照表
の財産表示機能ないし債権者保護の建前からすれば，繰延資産を貸借対照表に
記載することは，明らかに矛盾しているO 商法規定の伝統的立場からみて，本
質的に純財産ないし担保力の保全に反するような会計思考が採択されるはずは
ないからであるO 配当不能や減資要因となるかもしれない不安定・不確実な項
目を排除することが資本充実の原則の本旨に添うであろう。したがって，この
種資産の繰延べを認めることは，資本維持原則の実質的に大幅な修正となる。
にもかかわらず，商法が繰延資産を拡大してきたのは，時代の変遷とともに
(1) 連続意見書5 「繰延資産について」＝「繰延資産と損益計算」参照。
(2) 木村重義教授は資産を分類して，①効用の源泉である資産②効用源泉への請求権で
ある資産③効用の源泉から生じた効果そのものとしての資産とし，繰延資産を③の種一
類に属するものとされる（「繰延資産の特性」産業経理19巻4号〉。
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商法計算規定のもつ伝統的な考え方のうちに，近代的損益法の思考を部分的に
取り入れ，財産法的思考との調整を図らざるをえなくなったからである。それ
は対立する債権者の要請と，企業財務上の要請とを緩和するための，一種の妥
協の所産にほかならなし、。すなわち，債権者保護の見地から貸借対照表記載項
目は担保力をもっ財産に限るべきであるが，株主の擁護ないし株主側の要求を
無視できないために，商法がそこに妥協の道を発見して，法的に企業の財政的
安定を保証したのであるO 本来交換価値をもたない繰延資産の繰延計理が可能
になったのは， これを特例として法が政策的に認めたからにほかならない。
端的に言って「配当を容易にするため，政策的に，資本充実の原則の例外とし
て，損失の繰延を認めたもの」である。このような損失の繰延べは，会社債権
者を害するおそれがあるから，繰延資産の範囲はおのずから制限的となり，
その償却も短期とならざるをえない。
このような性格をもっ繰延資産項目の貸借対照表能力を認めた上で、算定され
る純財産額とか，配当可能利益は，厳密には，債権者利益保譲のための純財産
保全ないし資本維持の原則を充分に満足させるものとはし、えなし、。現行商法に
おいて，そうした欠陥を補なうために考えられた方法は，開業費・試験研究費
・開発費の合計金額を実質的に抑えることである。これらの繰延資産は，範囲
が広くかっ巨額になる可能性もあり，また濫用されるおそれもあるので，財務
安全性の確保とくに債権者保護の政策として配当規制を設けたのである。ここ
に繰延資産の計上を抑圧する巧妙な方法を案出することによって，伝統的な債
権者利益の保護ないし純財産保全の精神がなおも貫かれようとしているO
「利益ノ配当ハ貸借対照表上ノ純資産額ヨリ左ノ金額ヲ控除シタル額ヲ限度
(3) 上田明信著「改正会社法と計算規則」 47頁。
(4) 「民事局試案」は，その他の繰延資産項目が配当制限をうけないのは，もともとそ
れらが配当を容易にする目的で認められたものが大部分であり，その金額は多額でも
ないからであると説明している。しかし，これらの理由付けは，必ずしも充分に納得
できるものではない。
-31 -
- 32-
トシテ之ヲ為スコトヲ得
1 資本ノ額
2 資本準備金及利益準備金ノ合計額
3 其ノ決算期ニ積立ツルコトヲ要スル利益準備金ノ額
4 第286条ノ 2 （開業準備費〉及第286条ノ3（試験研究費及ピ開発費〉ノ規
定ニ依り貸借対照表ノ資産ノ部ニ計上シタル金額ノ合計額ガ前2号ノ準備
金ノ合計額ヲ超エルトキハ其ノ超過額」（290条1項〉
上記の利益の配当に関する規定は，伝統的な債権者保護とし、う政策的立場か
ら，配当可能利益の最大限を劃しようとするものであるO 基本的に債権者保護
の機能が認められるのは，純資産額のうち資本および法定準備金の合計相当額
までであって，それ以外に留保利益等があっても，それらは最早法律上，債権
者とは関係のないものであるO 1つの解釈によれば，第4号にし、う超過額の控
除により，繰延資産の資産性は，その限度において否定されることとなり，そ
のことは財産法的思考が頭をもたげ、たことを意味する。もっとも逆に言えば，
法定準備金の合計額の範囲内で資産性が認められるから，損益法的思考が部分
的に承認されているともいえよう。次に繰延資産が資産でないとし寸前提に立
つならば，上記3項目の繰延資産がある限り，実質的にはそれに見合う部分の
法定準備金の配当を認めたに等しい結果となるO それは恒久的に法定準備金を
取り崩して配当することを認めたので、はなく，暫定的に上記の繰延資産が計上
されている限りにおいて，その限度で法定準備金相当額の配当を認めたことに
なるわけである。それは下限として，貸借対照表上，少くとも資本の額に相当
するこれらの繰延資産を除く純財産がなければ，配当をしてはならないことを
意味する。資本維持原則は，このようなものとして保持されている。さらに第
4号は，繰延資産の資産性を直接否定するのでなく，単に超過額を限度とする
利益の内部留保を要請するものとすれば，損益法的合理性よりも，財産法的利
益調整を優先させたものといえるであろう。とすれば，第4号でいう方式以外
(5) 崎田直次「改正法律案における当可能利益について」企業会計14巻4号。
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の方式も考えられるはずである。例えば，多額の繰延資産をもっ株式会社に対
し，利益は利益として算定させるが，将来に及ぼす負担の大きさを考慮して，
留保すべき利益を，これに照応して大きくさせることによって，利益配当額を
制限すること等である。
企業会計原則は，長期前払費用を，繰延資産と並んで繰延勘定の構成項目と
みるが（企業会計原則修正案では「投資その他資産」〉，商法はこれを無形固定
資産（債権〉とみている。このような相違は，企業会計原則が，費用配分の原
則，費用・収益対応の原則を中心とする損益計算思考に立つのに対し，商法が
債権・債務の存在もしくはそれらとの結び付きを重視する財産計算思考に止ま
るところからくるのである。
会計上，前払費用は，その金額が関係する損益計算の期聞を考慮して， 1年
以内に費用として計上されるものは流動資産に属し，また1年をこえて損益計
算に関係するものは繰延勘定に属するのであるO 長期前払費用は，時間の経過
とともに（実現〉費用となるものであるから，未経過分は，これを次期以降の
費用として繰り延べるのである。このように支出額を当期のみの費用とするこ
となく，数期間の費用として処理する結果，次期以降の費用とされた金額は，
繰延勘定の構成要素として，貸借対照表の資産の部に掲記されることになる。
長期前払費用と繰延資産とは，期間損益計算上認められた技術的資産項目とし
て，共通の性格をもつのである。以上のような意味で損益計算的見地からは，
つぎに述べる両者の特徴ないし相違は，さして重要視されなし、。すなわち，前
(6) 江村稔「のれん・繰延資産に関する規定の問題点」企業会計14巻4号。
(7) 貸借対照表原則4 （貸借対照表の分類） (1）資産c（企業会計原則，同修正案）
長期前払費用を繰延勘定の中に含めて表示しているものに，建設業財務諸表準則
(31条〉，水産業財務諸表準則（34条〉，海運企業財務諸表準則（44条〉，造船業財務
諸表準則（48条〉等がある。
企業会計原則修正案（注16），商法計算規則13,19条。
・(8) 貸借対照表原則5 （資産の貸借対照表価額〉（企業会計原則，同修正案〉，連続意見
書5「繰延資産について」 2「繰延資産と損益計算」。
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払費用は，すでに支出は完了しているが，いまだ提供を受けていない役務の対ー
価であるということ，これに対し繰延資産は，支出の完了していることは前払費
用と同様であるが，役務そのものもすでに提供されているということである。
将来に期待される効果の測定において，両者に難易があるにすぎない。
田中誠二博士は，前払費用と繰延資産について， 「双務契約の一方の給付の
履行を終了したのに，他方のなすべき給付の残っている……場合は法的に債権；
の性質を有しその残っていない場合は，……一種の期待利益にすぎない」と
述べておられるO 商法の立場から，さらに両者の相違点を敷桁すればつぎの通
りであるO
(1) 前払費用は役務提供請求権ともいうべき法的資産（一定の反対給付を請
求する債権〉であるから，必ず資産として計上しなければならなし、。繰延資産
。埼
は，擬制資産であって法的資産ではなし、。それを繰延資産として計上するかど
うかは，企業の自由意思に任かされている。
(2) 繰延資産は，一定の期間内に均等額以上の償却を行なわねばならないこ
とになっているO 長期前払費用の償却は，役務享受の期間によって，自ら決ま
ってくる。
(3) 企業会計原則が，長期前払費用を繰延勘定に属するものとし，短期前払
費用を流動資産に属するものとしているのは一貫しなし、。商法計算規則は，前
払費用を法的資産として， 1年基準にもとづいて無形固定資産と流動資産に分
(9）企業会計原則〔注14J，同修正案〔注目，法人税法施行令14条E，なお両原則の差
異について，中村忠「企業会計原則修正案の解説」産業経理30巻5号参照。
側企業会計原則〔注12），同修正案〔注15〕。
(1) 田中誠二「最新会社法論」下巻529頁。
（凶西山忠範教授は，繰延資産を「固有の意味の繰延資産」 （開業費， －開発費・試験
研究費・社債発行費〉と「擬制資産」 （建設利息・創業費・株式発行費〉に分けられ
る（！商法上の利益概念の構造」会計86巻2号〉。
(13) 並木俊守「改正商法と計算規則解説」 204-205頁。
- 34一
けている。
このような相違のよって来る根源は，企業会計原則が損益計算を重視するの’
に対し，商法が資本維持の原則と配当規制の関係から，なお財産計算思考を必
要としているからであると思う。
前にもふれたが，繰延資産および負債性引当金には，期間損益計算上認めら
れた技術項目としての共通性がある。それらは，費用収益対応の原則に照らし
て，正しい期間利益の算定に不可欠な計算要素であるO 法律的性格を重視する』
余り，繰延勘定（長期前払費用をふくむ〉および引当金（条件付債務をふく
む〉のそれぞれがもっ繰延費用性，見越費用性が没却されることのないよう希
うものである。
税法は，法人が支出する費用のうち支出の効果がその支出の日以後1年以上
に及ぶものを繰延資産とする例示説（支出効果説〉をとっているく法人税法2
条25号〉。その繰延資産を分類すれば， つぎのごとくなるであろう〈法人税法
施行令14条〉。
(1) 企業の組織価値を創造するものとして，
付）創業費 （ロ）開業費
(14) 高松和男教授によれば，商法における資産区分の基準は，第1次的には法的資産と
擬制資産とに区分し，つぎに法的資産を1年基準によって流動資産と固定資産に区分
するとされる（「繰延資産の本質」会計85巻6号〉。
間西山忠範教授は，また繰延項目をつぎのようにも分類整理される。そこには，商法
上の資本維持原則と会計上の保守主義の原則にもとづく政策論的意図が内包されてい
る（「無形固定資産と繰延資産」企業会計13巻11号〉。
f前払費用（一般の未経過費用，社債発行差額〉
｜繰延資産（開業費，開発費，試験研究費〉
繰延勘定〈繰延損失（臨時巨額損失〉
l繰延資本損（設立費，新株発行費，開業前の損失，建設利息，その他の
人 資本的損失〈減資差損等〉〉
(16) ベイトンによれば， 「創業費（organizationcosts）は，企業が，稼得力や有形資産
に反映されるように，継続企業として実質的に不損の地位（unimpairedstatus）を維
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・(2) 企業の拡張価値を示すものとして，
付）試験研究費 （ロ）開発費
’（司 経営財務のため必要な経費（資本調達費用〉として，
刷新株発行費 （ロ）社債発行費
仙 利益または利息の前払に似た性格をもつものとして，
倒
的建設利息 （ロ）社債発行差金
1{5) その他，つぎに掲げる費用で支出の効果がその支出の日以後1年以上に及
加）
ぶもの
持するかぎりにおいて，永久資産（permanentasset）として保有されるべきである」
と（AdvancedAccounting, p. 414）。 それにしても創始的効果の判定は困難である0
,(17) 開業費の中には，設立後開業までの聞に，計上された創業費の償却費をふくむもの
と解される（反対説：昧村治，上田明信〉。開業費には配当制限があり，創業費には
配当制限がないので，上の場合，法律の趣旨と矛盾しないかとし、う疑問が残る。そこ
で矢沢淳教授は，創業費の償却開始時期を開業の時にするのが望ましいとされる（「繰
延資産について」企業会計14巻4号〉。
1(18）税法は，開業費において一般管理費を除き，開発費において経営組織の改善・固定
資産の配置替等のための費用をふくまない。これらの点で，商法・企業会計原則の間
で範囲を異にする。開業の準備として試験研究費または開発費の支出があった場合に
それらを開業費の中にふくめるのが一般のようである（田中誠二「前掲書」 536頁） 0
4司会社設立の際の株式発行費用は，創業費の中に入れられる。 （但し，財務諸表準則
貸借対照表準則， 37参照〉。
。。建設利息の性格については，さらに説が分れる。資本払戻し説（資本欠損説），資
本評価勘定説，資本的支出説等がある。また社債発行差金については社債評価勘定説
が有力である。
ω 例示主義（企業会計原則，税法〉と限定列挙主義（商法〉との相違が，これらの項
目のうちに現われる。しかしこれらの大部分は，前払費用ないし無形固定資産として
両者の調整がはかられている（武田昌輔「新商法と税法」 375ー 381頁〉。繰延資産，
前払費用および無形固定資産の関係は微妙である。社債発行差金を利息の前払いと解
すれば，その本質は前払費用であり，試験研究費や開発費は，それらの成功によって
無形固定資産である特許権，実用新案権・鉱業権等に振り替えられる可能性をもって
いる。また営業が包括的に譲渡される場合，繰延資産が営業権（暖簾〉に化体するこ
とも考えられる。
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付）自己が便益を受ける公共的施設または共同的施設または改良のために支
出する費用
（ロ）資産を賃借しまたは使用するために支出する権利金，立ちのき料その他
の費用
付役務の提供を受けるために支出する権利金その他の費用
宇二）製品等の広告宣伝の用に供する資産を贈与したことにより生ずる費用
納付）から件）までに掲げる費用のほか，自己が便益を受けるために支出するi
費用
なお商法は，いわゆる臨時巨額の損失の繰延経理を認めていなし、。これは資
本維持の原則と相容れないからであるO しかし，企業会計原則注解〔12〕 （修
正案〔15〕〉は「天災等により固定資産又は企業の営業活動に必須の手段たる
資産の上に生じた損失が，その期の純利益又は当期未処分利益（剰余金〉から
当期の処分予定額を控除した金額をもって負担しえない程度に巨額であって特
に法令をもって認められた場合には，これを経過的に貸借対照表の資産の部に
記載して繰延経理することができる」と記している。
たとえば，「地方鉄道業会計規則」（運輸省〉令56号「ガス事業会計規則」（通
商産業省令81号〉等において，一定の条件のもとに臨時巨額の損失を繰延資産
（厳密には繰延損失〉として計上することが認められている。しかし省令をも
って商法の規定を変更することは許されなし、から〈商法違反〉， 省令のこれに
側
関する規則は無効であるとされる。
(b）引当金
「法務省民事局試案」（昭和35年8月〉は「負債たる引当金」として「債務
の発生又は債務の金額が不確定であって，債務の発生原因が決算期前にある
場合には，相当の金額を負債として計上すること」を要求した。これについて
ω 大住達雄「株式会社会計の法的考察」 190頁，矢沢淳「企業会計法講義」 35頁。
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「理由書」が付せられた。この「理由書」から，つぎの諸点が明らかであるO
(1) 会計理論上の負債性引当金が， 「債務たる負債性引当金」と「債務でな
い引当金」とに区別されていること。 「債務でない引当金」を負債の部に計上
することは，秘密積立金の設定となって望ましくないと考えられている。
(2) 33条等との関係において，対人債務でないものを負債として計上するこ
とを許さないとする伝統的解釈がとられていること。退職給与引当金は従業員
等が債権者であり，納税引当金は国家が債権者であるとみられているO
(3) 停止条件付債務・不確定期限付債務および金額不確定債務を「負債たる
引当金」として認めていること。そこで未確定な債務が財産計算ないし配当計
算に参加することとなるO
(4) 法律上の債務でないものは，これを貸借対照表の負債の部に計上しては
ならないこと。それは法律上の権利でないものを貸借対照表の資産の部に計上
してはならないという考え方と同一基盤に立つものである。
そこにみられるものは，従来の商法解釈の延長であり，損益計算ないし収益
力表示の見地ではなし、。つまり，引当金を論ずるに当り，債務の有無を基準と
することは，費用の見越計上なる原因を無視して結果のみを強調することとな
り，正しい考察方法とはし、えなし、。引当金に関する「試案」の考え方に対して
は，健全な会計慣行を無視するものとして多くの反対意見が唱えられた。計理
体系委員会（昭和35年10月〉 も「『株式会社の計算の内容に関する商法改正要
綱法務省民事局試案』に対する意見書」のなかで，引当金について「費用の発
生原因が決算期以前にあって，支出すべき金額が不確定である場合には，相当
の金額を引当金として負債に計上すること」を提案した。
(1) 江村稔「期間費用の確定と引当金」会計80巻3号。
(2) 関西経済連合会「商法中株式会社の計算規定改正に関する意見」 （昭35.10），東京
商工会議所商事法規委員会「株式会社の計算の内容に関する商法改正要綱法務省民事
局試案に関する意見」（昭35.11）。
{3) 元来，負債性引当金を設定する目標は，損益計算における費用，収益の適正な期間
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「特定ノ支出叉ハ損失ニ備フル為ニ引当金ヲ貸借対照表ノ負債ノ部ニ計上ス
Jレトキハ其ノ目的ヲ貸借対照表ニ於テ明カニスルコトヲ要ス
①前項ノ引当金ヲ其ノ目的外ニ使用スルトキハ其ノ理由ヲ損益計算書ニ記載
スルコトヲ要ス」（287条ノ 2)
民事局試案は， 「債務でない負債性引当金」の計上を禁止したが，商法は逆
にこれを「引当金」として容認する立場へと転向したので、あるO 商法は，会計
慣行を考慮し税法上の取扱いを取り入れて，それらとの妥協ないし調整を図っ
たものと考えられるO しかしその計上を認めたのは， 「債務でない負債法引
当金」を負債とみたので、はなく，擬制負債（fictiousliability）とみての上のこ
的対応にある。これによって，毎期の適正な営業成績の算定表示を行ない，さらに将
来の支出にそなえて財務的な準備をなすのである。企業会計原則修正案注解18は，負
債性引当金を計上するための3つの要件を記している。そこでは，債務の存在もしく
はそれとの結び付きは重視されてはない。
「将来において特定の費用（又は収益の控除〉たる支出が確実に起ると予想され，
当該支出の原因となる事実が当期においてすでに存在しており，当該支出の金額を合
理的に見積もることができる場合には，その年度の収益の負担に属する金額を負債性
引当金として計上しJなければならない。製品保証引当金・売上割戻引当金・景品費
引当金・返品調整引当金・賞与引当金・工事補償引当金・退職給与引当金等が，負債
性引当金にふくまれる。なお企業会計原則修正案，貸借対照表原則四（ニ）のAおよびB
参照。
商法においても，将来の費用支出に備える負債性引当金を純財産計算のうちに考慮
することなくして，債権者保護のための純財産保全を企図することはできない。その
見積計上費用に照応する引当金項目は後の支出によって消失するから，そうした予想
マイナス部分を予め考慮することによって，純財産の保全が全うされるのである。
•(4) 法人税法上，引当金とされるのはつぎの6つである。貸倒引当金（法52）・返品調整
引当金（法53）・賞与引当金（法54）・退職給与引当金（法55）・特別修繕引当金（法
56）・完成工事補償引当金（法56の2）。しかし，租税特別措置法には多くの準備金が
含まれる。例えば，価格変動準備金・海外市場開拓準備金・中小企業海外市場開拓準
備金・海外投資損失準備金・証券取引責任準備金・違約損失補償準備金・渇水準備
金・異常危険準備金・探鉱準備金等。なお税務取扱上，債権償却特別勘定・返品債権
特別勘定・税金引当金・利子税引当金なども「引当金」として認められている。
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とである。 「債務でない負債性引当金」の負債性が，一貫して否定されている
ことは注目されてよし、。商法上の引当金は，特例として貸借対照表計上が認め
られた擬制負債であるから，設定の場合必ず引当金の部に記載されなければな
らなし、。逆に，負債は引当金の部に計上されてはならなし、。財産計算的見地は
法的負債と擬制負債の区別を要求するからであるO
「債務たる引当金」は，商法上の引当金のなかには含まれなし、。これについ
ては，商法に別段の規定はないが， 「商法計算規則」によれば，債務は，その
弁済期限の長短に応じ，貸借対照表の流動負債の部または固定負債の部に計上
しなければならない（27,28, 30条〉。ただ「条件付債務は， 第28条及び第30・
条の現定にかかわらず， 引当金の部に記載することができる」（33条〉 と規定
している。これは，債務としての評価を必要とすることと，従来の慣行を考慮
したためであろう。
条件付債務は，債務の発生または消滅が将来の不確定な事実の成否にかかっ
ている債務であるといわれるO それには，条件付の金銭債務のみならず，条件
付の金銭債務以外の債務もふくまれる。退職給与引当金は前者の例であり，製
品保証引当金，工事補償引当金は後者の例であろう。いずれにしても，条件付
債務は，会計理論上，費用・収益対応の原則に照らして，とくに他の負債性引
当金と区別されることはなし、。それは，長期前払費用と繰延資産の関係と同様
であるO なお納税引当金のような金額不確定債務は，条件付債務に入らない。
(5) 沼田嘉穂、教授は，期間的貸借概念にもとづいて，引当金を次期からの「費用の借
り」としてその負債性を説かれる（「商法の規定から見た引当金の実体について」会
計88巻1号， 「引当金並に貸倒引当金について」会計99巻1号〉。
(6) このように債務と債務でないものの並記を認めた規則33条に対しては，引当金の規
定（287条の 2）を設けた趣旨にかんがみて，法律解釈上，批判的意見が少くない（太
田哲三「貸借対照表および損益計算書の法定様式」企業会計15巻5号，竹内敏夫「新
財務諸表規則と『引当金』の諸問題」産業経理24巻 1号，保住昭一「株式会社の貸借
対照表および損益計算書に関する規則について」企業会計15巻6号〉。企業会計原則
（注16）引当金についてく貸借対照表原則四のに）のAの3項及びBの2項）参照。
(7) 上回明信「改正会社法と計算規則」 240頁。
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また退職給与引当金を，不確定期限付債務とする見解もあるO
商法において債務（条件付債務等を含む〉の計上は強制されているが（33
条〉，引当金の計上は任意とされているO このことは， 第1に引当金は債務で
はなく， とくに貸借対照表の引当金の部に計上することが許された「擬制負
債」と考えられているからであるO 第2に概念の不明確な引当金の計上を強制
し，これを計上しないで配当すると，違法配当としての種々の効果を発生させ
ることは，会社経営者にとり酷であり，また法の運営に当る司法関係者に困難
を強いることになると考えられたためで、あるO
商法は，単に「特定ノ支出叉ハ損失ニ備フル為ニ」と規定しているにすぎな
いので，引当金の意、味および範囲については，広い解釈が成り立つ。 「特定J
の意味は， 「支出または損失の生ず、る原因及び損失を蒙る資産等の対象物があ
る程度特定していることにより，その支出または損失がある程度特定していれ
ばよい」とされる。それは，必ずしも厳格に解する必要はなく，ある程度の具
体性と合理性があればよし、。結局は，社会通念または慣行によって定まるとさ
れるO しかも「支出叉ハ損失」とあるから， 「支出」のほかに「損失」にも備
えることができることとなり，特定の費用支出に限定する会計上の負債性引当
(8) 「期間損益計算の正確化のために引当金の設定が必要とされる場合であっても，商
法上の決算ではこれが無視されることがありうる。引当金の設定が法律上強制されて
いない理由については，繰延資産と同じくその計上することが合理的であっても強制
する必要のないものと認められるからである。」 （吉田昂「改正会社法」 155頁〉
「負債性引当金のうち重要性の乏しいものについては，これを計上しないことがで
きる。」 （企業会計原則修正案注解（1 ）。
(9) 田中誠二「前掲書」 578頁。
(10) 上田明信「前掲書」 100頁，商法学者の通説は，実質的にみて支出または損失の発
生が相当確実であって，それに備える引当額が当期の費用と認められることを要する
と解し， 「特定の支出」とは，将来支出することが確実視される費用たることを要し
（費用の見越し〉， 「特定の損失」とは，将来発生することが条理上予測しうる損失
（損失の見越し〉をいう，としている（蓮井良憲「商法第287条の2の特定引当金の
法理」企業会計25巻4号〉。
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金よりも広い範囲となる（もっとも条件付債務等は含まれないが……〉。
このように引当金を規定する条文の解釈に弾力性があるところから，実務上
は会計理論の立場を超えて広汎に利用されているものと考える。しかし商法は
債権者利益の保護とし、う伝統的な立場に立っているので，そのことは一概に排
斥されるべきものではなし、。引当金科目の設定は，純財産の算定に対して保守
的に作用し，債権者保護の精神にも合致するからであるO したがってそこには
引当金適用の領域が多分に拡大される危険性が残るのである。
商法における引当金の範囲が広く，かつ経理操作にも利用されやすい項目で
あるとすれば，その設定は配当可能利益の算定に直接影響することとなる。そ
こで引当金の計上は，会社の自由意思に委ねられているが，株主の利益保護の
ために，最終的には，計算書類の承認という形で株主総会が決定するとされる
のであるO 株主総会が引当金の設定に関し，修正を加えて承認できるというの
が通説であるO しかしそのような効果を期待することは妥当ではないという
位）
見解もあるO
ともかく引当金の設定を株主総会の権限事項とすることは，負債性引当金と
利益性引当金（利潤の費用化〉の混在を許すことになりかねなし、。他方，株主
総会の承認をえられない引当金は，たとえ健全な会計基準に合致していても，
その設定は否定されるであろう。利益性引当金は任意準備金と類似する。前者
が負債項目（ただし擬制項目〉であり，後者が利益処分項目である点を除いて
…。しかし利益性引当金は，その実「特定引当金」という「みの」をまとっ
ω評価性引当金も当期発生の見積費用として引当金の属性を具えているが，間接法に
よる資産評価の匡正項目であって独立のものとは考えられないから，商法上の引当金
には該当しない（通説〉。しかし，負債性引当金および評価性引当金は，財務諸表示
のために存在するものであって，決して，引当金の本質に関する概念ではないとする
見解がある（江村稔「ヲ｜当金の本質と記載方法」会計88巻5号，山下勝治「評価性引
当金疑義論」産業経理24巻12号，阪本安一「会計上の引当金と準備金」産業経理21巻
9号〉。
(12）竹内敏夫「ヲ｜当金について」企業会計14巻4号。
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た秘密積立金であるO 商法は，資産の原価主義評価にみられるごとく，秘密積
立金の設定を禁止・抑制しているはずであるO いずれにしても商法の基本理念
である「債権者保護主義」一一資本維持原則一一ーは，引当金の設定に対する歯
止めとはならないであろう。一般に引当金の設定は，負債の増加（負債性引当
金の場合〉利益の留保（利益性引当金の場合〉あるいは資産の減少（評価性引
当金の場合〉とし、う貸借対照表的効果をもたらし，これによって配当可能利益
は縮少され，資産の流出が抑制されるから，債権者の担保財産は保持されても
減少することはないのであるO
商法は，引当金を貸借対照表の負債の部に計上するときは，その目的を貸借
対照表で明らかにしなければならないものとした。他方，引当金をその目的外
に使用するときは，損益計算書でその理由を明らかにしなければならないとし
た。他に流用する幣害を防止するためであるO 目的外の取崩額は損益計算書に
(1司商法学者の見解は， 287条の2の引当金を厳格に解し，会計上の負債性引当金より
広いものではないとする（ただし条件付債務等は除かれる〉。「引当金を貸借対照表
の負債の部に記載することを認めた趣旨は，…費用収益対応の原則を充分に適用して
収益力をできるだけ正確に表示させることともに現在の一般の会計慣行を認めて行こ
うということにある。」（田中誠二「前掲書」 579-580頁，しかし，法務省筋の見解に
は広義説が多い。
制竹内敏夫「負債性引当金とその法的規制」産業経理21巻4号「擬制負債の計上は，
企業の財政的基礎を強固にする作用をもつものである。商法があえてこれの計上につ
いて，積極的な制約を加えることのなかった理由はここにある。」（阪本安一「商法に
おける会計理論」会計87巻2号〉
会計上，引当金における費用計上は，発生主義を拡大したものとしての発生原因主
義（Aufwandsverursachungsprinzi p）をよりどころとして是認される（山下勝治「会計
学一般理論」 46頁，土岐政蔵「経営計算論J17頁〉。いま 1つの見解は，（期間的）費
用収益対応原則を論拠として引当金の設定が容認される（中島省吾「費用収益対応と
引当金」企業会計16巻6号，佐藤孝一「引当金の基本的特質」企業会計26巻6号，江
村稔「会計原則修正案における引当金批判」会計97巻2号）。 しかし，発生原因の存
在や対応関係の認識には判断をともなうから，適正基準を超えて主観的に，費用計上
が拡大されるおそれがある。これに恰好の素地を与えたものが， 287条の2の規定で
あることは否定できない。
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特別利益として示される（規則42条〉。
企業会計原則修正案〔注14〕は，引当金を整理するものとして，つぎのよう
に定めている。 「負債性引当金以外の引当金を計上することが法令によって認
められているときは，当該引当金の繰入額又は取崩額は未処分損益計算の区分
に記載する。なお，これらの引当金の残高については，貸借対照表の負債の部
に特定引当金の部を設けて記載する。」ここで「法令」とは，具体的には商法・
税法・租税特別措置法をさしている。それにしても，商法上の引当金を，元来
留保的性格のものとしてのみ制定されたと解することには，疑問が残るようで
あるO
法人税法（42条～51条〉は，圧縮記帳の手段として，引当金の設定を許容し
ているO 例えば固定資産圧縮引当金，保険差益引当金がそれである。この種の
引当金の性格は甚だ暖昧であって，控除性引当金でもなければ，負債性引当金
でもなし、。といって将来の損失のための引当金とみなすわけにもいかなし、。一
種の利益留保性のものであろう。また租税特別措置法（53条～57条の 7）は，
産業の保護・育成のための経済政策上の一環としてくすなわち恩典計算の手段
として〉， 引当金方式を利用した。もっとも準備金という名称を付してはいる
カL・h ・－。税法や租税特別措置法における上記引当金・準備金に対し，沼田教授
は，それぞれ「税務差額勘定」「税務修正勘定」のごとき科目で処理すべきこ
とを提唱されている，
改正商法による擬制項目の導入によって，貸借対照表上の純資産額は，もは
や会社に現存する純財産額ではなく，貸借対照表上の資産の部に記載される諸
（同 「損益法にもとづき，費用収益対応の原則を充分に行うための必要により，また現
在の会計実務上引当金の計上は一般慣行として行われていることに応ずるために，債
務たる法的性質を有しない引当金」として計上されたものである（田中誠二他著「コ
ンメンター ル会社法」 962頁〉。
(16)(17) 沼田嘉穂「引当金の本質について」産業経理30巻3号。
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項目（擬制資産をふくむ〉の合計額と，負債の部に記載される諸項目〈擬制負
債をふくむ〉の合計額との計算的差額にすぎないものとなった。したがって資
本等の純財産拘束機能および配当規整機能は，かかる計算的差額を基礎として
その限度額が劃されるものであることは注目されよう。
(18) 江村稔「ヲ｜当金の意義と本質j企業会計25巻4号。
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